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■世界的なインフラ投資の拡大

世界のインフラ投資 約４１兆ドル（2005年‐2030年：日本貿易会）

アジアのインフラ投資 約８兆ドル（2010年-2020年：ADB&ADBI）

(単位:10億ドル)

新規 更新 合計

電力 3,176 912 4,089

通信 325 730 1,056

携帯 181 509 691

固定 144 221 365

交通輸送 1,762 704 2,466

空港 7 5 11

港湾 50 25 76

鉄道 3 36 39

道路 1,702 638 2,341

水･衛生 156 226 381

衛生 108 120 227

水道 48 106 154

合計 5,419 2,573 7,992

出所：INFRASTRUCTURE for a SEAMLESS ASIA(ADB&ADBI)

アジアのインフラ投資額
(2010～20年)

電力
4.089

通信
1.056

交通
輸送

2.466

水･
衛生

0.381

兆ドル

出所：アジア開発銀行資料より
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■インフラ市場における世界的な競争の拡大

インフラ市場について各国・企業による市場獲得に向けた取組が活発化

世界の動きにキャッチアップし、インフラ市場獲得に向け戦略的に取組む必要性

Company Market Share

Ericsson Global Services 12%

Alcatel-Lucent Services 9%

Nokia Siemens Networks Services 8%

IBM Global Services 7%

Hewlett-Packard Services 7%

Accenture Services 4%

Motorola Global Services 4%

Huawei Technical Services 4%

EDS Services 2%

Nortel Global Services 2%

Others 41%

Total Market Revenue $70 Billion

出所：TBR Reports

Telecom Infrastructure Services Market Model
（2007年）

世界鉄道車両工業市場
シェア（2002年）

鉄道インフラに占めるＩＴの高度制御

→ 世界で毎年1.3兆円の投資

ビッグ3のマーケットシェア

→ 現在60％～70％とも

企業 シェア

ボンバルディエ 18%

アルストム 16%

シーメンス 14%

日本企業 12%

GE 9%

GM 7%

中国企業 6%

アンサルドB 4%

その他 14%

計 100%

鉄道インフラに占めるＩＴ高度制御
→ 世界で毎年1.3兆円の投資

48％

出所：日本鉄道車両輸出組合資料、経済産業省資料（平成22年5月）
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■インフラ輸出のプロセスにおいて指摘される課題

開発協力合意 FS調査 実証事業 商業化

（例：インド）
DMICと開発協力の

MOU締結
コンソーシアム形成
官民のトップ外交

実証実験による
技術力の証明

事業化成立
他国展開

相手国の政策運営に関する支援 （民間から日本政府へのオーダー）

相手国の法制度に潜在するリスクの回避

価格・性能に関す
る意識の違い

相手国・関連国
企業も含め

相手国との協働によるルール作り、商圏拡大

売れる商材の明確化

個々の技術開発を
ICTでパッケージ化
（システム化）

戦略的な企業のコー
ディネーション

商業化フェーズを見
据えた圧倒的なプロ
モーション

システムアシュアラン
スの重要性
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■インドのデリー・ムンバイ産業大動脈構想（DMIC）の事例

個別・個地域の技術開発からICTパッケージ化を指向し、事業拡大を図る必要性

出所：DMICDC, CEO&Managing Director, Amitabh Kant氏の講演資料より DMIC：Delhi-Mumbai Industrial Corridor

ICTを活用した広域
エリアでのスマート
グリッド構築可能性

デリー近郊の工業地域を総合的
に拡張。IT制御技術、ガス熱供
給も含めたエネルギー・ネットワー
ク、交通・物流インフラを構築。

水、リサイクルを手始めにス
マートグリッド、都市間交通と
段階的な都市開発を推進。

臨海地域の総合開発。
天然ガスによる高効率
発電や太陽光発電、
EV等の組合せを検討。

スマートグリッド、水処理、
リサイクル、都市交通等
を活用した総合開発。

ガスタービン発電
間と太陽光発電
の連携も視野に
実証・商業化へ
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■DMICにおけるパッケージ化＞個別プロジェクトのＩＣＴによる統合

発電プラント

インターネット（グローバル）

ワイヤレス
ブロードバンド

WDM光ネットワーク

WiMAX／XGP

光ネットワーク

IP-VPN

リサイクルプラント

風力発電

太陽光発電

都市交通
システム

発電プラントを機軸にした超
低遅延による高速系統電力
情報ネットワークの構築

インターネット上におけ
るＰＶ管理ネットワーク
のセキュア環境の構築

EVインフラや電気バスシス
テムなどITSのためのワイヤ
レスブロードバンドネットワー
クのセキュア環境の構築

風力発電等管理のためのワイ
ヤレスブロードバンドネットワー
クのセキュア環境の構築 IPレベルの統合管理

センターシステム

各々のネットワークを統合した
環境でのセキュリティの構築
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■中国IPv6センサーネットワーク・プロジェクトの概要



ALL COPYRIGHTS RESERVED

7Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 7Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc.

■相手国との法制度環境での協調の模索

マネジメントセンター

会議室等

空調・照明
制御

GW

施設Ａ

日本側管理提供

GW

DB

会議室等

空調・照明
制御

GW

施設Ｂ

GW

DB

会議室等

空調・照明
制御

GW

施設Ｃ

GW

DB

ＤＢから上位のプロトコルを共通化することに
よって原理的にはインターネットを通じてどこ
からでも管理可能

・・・だが…

中国内施設へ日本からアクセスする場合は、
情報流通に対する法制度未整備
施設情報は機密性の高い可能性があるが、

明確な判断基準がないため、担当官僚の
解釈次第

対策がない場合、制限される方向での解釈
が多い

最悪国家機密扱い？ → ビジネス不可

そこで…
マネジメントセンターを設置し、統合的なセ
キュアサービスによってアクセス可能に
相互に最適ソリューションとして他国展開

DB・セキュリティ管理

セキュアサービス

インターネット

中国
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■中国IPv6センサーネットワークの国際標準化に向けた協働活動
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■IEEE1888 Draft 2

鍵となる構成
（管理機能の提供）
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■「システムアシュアランス」としての国際標準化活動の可能性

世界標準の「ものづくり規格」（プロセス規格）に対応する重要性の増加。

〔インフラ輸出の特性〕

システムの大型化・複雑化に伴い、完成後の部品
やシステムを個別に試験するだけでは安全性、信
頼性を保証できない。

〔新興国市場の特性〕

用途・コストのみ定義され、材料や技術的な仕様
は提示されず、安全であること（機能安全性）を要
求されるケースが増加する。

〔システムアシュアランスの重要性〕

製品やシステムが顧客の要求する運転時の安全
性、信頼性を満たしていることを合理的に明示、
保証する計画的・体系的活動の重要性が増す。

・製品やシステムの規格への対応

・企業の安全管理能力（組織体制・マネジメント）

・個人のスキル・コンピテンシー

・ドキュメンテーション

〔欧米で先行し、新興国に広がるプロセス規格〕

米国→軍事上の物資調達の合理化や宇宙開発のた
めに早くから仕組みが確立。鉄道分野では
1970年代後半からMIL規格を適用。

欧州→鉄道分野ではMIL規格をベースにRAMS規格を
制定。2002年にIEC62278を国際規格化。

日本→欧米の動向について重要性は認識しつつも対
応に遅れ。

〔鉄道分野で顕在化する課題〕

・日本では、事業者が定めた実施基準に基づく試験や
詳細な仕様が求められるが、欧米では抽象的な概念
が仕様及び根拠として求められ、立証が難しい。

・海外で認証を受ける際、RAMS規格に基づく根拠が
求められるケースが増加し、社内で体系的なデータ
整理をしていない日本企業は対応に苦慮している。
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・システムアシュアランスは、多様な分野に適用可
能であり、国際的な共通の考え方になりつつある。

・「システムアシュアランス」は、欧州の発想（リスク
ベースの設計等）に基づいており、技術開発に注
力してきた日本企業には概念の理解が難しい。

・基準・規格やエンジニアリングPMOに対する取り
組みが遅れている。

・欧州がシステムアシュアランスという考え方を国
際規格化したことで、欧州に有利な障壁が一部
の国際鉄道市場で顕在化している。

■適用分野の拡大＞システムアシュアランスへの取組強化

問題の顕在：

日本企業は技術力に見合う国際競争力がない。

問題の本質：

当該規格に関して日本企業は遅れを取っている。

問題の影響：

多様な分野で国際競争力が低下する危険性が高い。

台湾新幹線を日本企業連合が受注した際にも、シス
テムアシュアランスの適用（IEC62278）の適用を求
められ、膨大な量のドキュメントを納めることになった。

分野 規格

鉄道 IEC62278

原子力 IEC61513

プロセス産業 IEC61511

産業機械 IEC62061

電子制御モータ IEC61900

医療機器 IEC62304

自動車 ISO26262

土木建機 ISO15998

エレベータ EN81-1

IEC61508（システムアシュアランスのうち、
Safetyを扱う国際安全規格）をベースにした
規格は、次の各分野でも適用されている。
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■システムアシュアランスに対応する韓国

韓国では、来年、韓国産業技術試験院（KTL）に機能安全の認証機関を設立する

見込み。韓国産業技術試験院、政府が参加して総70億ウォンの予算を投じる。

〔設立背景〕

•海外の認証機関で認証を受けると莫大な費用（約3～5億ウォン）と時間の浪費、技術

流出の懸念がある。韓国でも海外インフラ輸出の足枷になっている。

〔韓国の機能安全認証機関設立ロードマップ〕

•以下のスケジュールで認証を開始（予定）。

2011年 ホームネットワーク

2012年 医療、電気電子部品

2013年 機械、原子力、防衛

2014年 航空、造船、鉄道、自動車

（出典：KTL資料、韓国・デジタルタイムズ 2010年8月11日付）
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